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台湾知的財産裁判所の判決から「暗示的商標」と「記述的標識」

の判断の重要点を分析（「a2」ミルク商標事件） 

台湾特許庁が公布する「商標識別力審査基準」において、識別力を有する又は識別力を有しない類

型についてそれぞれ明確に定められている。特に、識別力を有する「暗示的商標」と、識別力を有し

ない「記述的標識」の 2つを区別することは極めて難しい。商標の図や文字の「暗示」が過度に明確

で直接的である場合、記述的標識であると認定される可能性が高いため、「暗示的商標」か「記述的標

識」かの判断は重要な意義を有する。前述の審査基準において、「消費者が想像力を働かせる程度」、

「辞書の定義」、「インターネットにおける使用状況」及び「同業者の使用状況」という個別事例の判

断時に参酌できる 4つの要素が挙げられている。しかし、インターネットが急速に発展し、情報がす

ぐに伝達される今、インターネットの利用状況が識別力の判断に影響を与える可能性があるかどうか

は疑問がないわけではない。 

これに対し、台湾知的財産及び商事裁判所は、近年判決を下した 2 件の事例（智慧財産及商業法院

111 年度行商訴字第 32 號行政判決、智慧財産及商業法院 111 年度行商訴字第 52 號行政判決）におい

て、台湾特許庁及び経済部訴願審議委員会の決定を全面的に覆し、「台湾社会の大衆の立場」によって

判断を行うべきであると明確に示した。また、本件の見解や判断では引用する証拠の重要性も示して

いるため、注意する必要がある。 

事件概要 

ニュージーランドの有名な乳製品メーカー「a2牛奶公司（The a2 Milk Company Limited，以下「a2

社」又は「原告」）」は、特別に選別された牛から牛乳を生産し、母乳のカゼインと似た構造の「A2-β

カゼイン」のみを生成し人体に吸収されやすい独自の特許技術を有する A2 ミルクを製造する。a2社

は、2017 年～2018年の間に台湾特許庁に「a2」及び「ATWO」の商標（以下「本件商標」）2件を出願

し、2019 年 4月と 6月に登録を得た。しかし、台湾の乳製品メーカー「慕渴股份有限公司（PURE MILK 
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CO., LTD.）」及び国際的な乳製品メーカー「雀巢製品股份有限公司（Nestlé S.A.）」は同年、本件商標

それぞれに対し異議申立てを行った。台湾特許庁は審理の後、「a2」商標については「乳製品」に関連

する多数の指定商品・役務における登録を取り消し、「ATWO」商標については全ての指定商品役務に

おける登録を取り消す審決を下した。 

決定を受け、a2社は経済部訴願審議委員会に訴願を提起したが、審決維持の決定が下された。a2社

はこれを不服とし、知的財産裁判及び商事裁判所（以下「知的財産裁判所」）に行政訴訟を提起した。

2022 年 11月及び 12月に下された判決において、裁判所は台湾特許庁及び経済部の見解を覆し、台湾

特許庁による審決及び訴願決定を取り消す判決を下した。 

 

 本件商標 1 本件商標 2 

商標 

  

登録番号 01991254 01983232 

区分／指定商

品・役務 

第 5類 

乳児用粉ミルク等  

 

第 29類 

動物のミルクを主原料とする乳

飲料等 

 

第 32類 

乳清飲料等 

 

第 35類 

乳児用粉ミルク、粉ミルクの小

売サービス等 

 

第 41、43類 

（略） 

第 5類 

乳児用粉ミルク等  

 

第 29類 

動物のミルクを主原料とする乳

飲料等 

 

台湾特許庁の見解 

1.  本件商標 1「a2」商標は識別力を有しない 

(1) 「a2」は既存の英単語ではないが、異議申立人（PURE MILK CO., LTD.）が提出したインタ

ーネット辞書の検索ページ、インターネットニュースの報道、刊行物等の様々な証拠によ

れば、いずれも「A2 ミルク」製品について言及しているため、「a2」の文字は牛乳に関連す

る商品及び役務について説明する文字であると認定できる。 
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(2) また、異議申立人が提出した海外の乳製品に関する資料から、「A2 Milk」が牛乳製品の成分

の説明として用いられていることが分かった。よって、本件商標 1 は牛乳に関連する商品

及び役務を説明する性質を有する。 

2.  本件商標 2「ATWO」は識別力を有しない 

(1) 異議申立人（Nestlé S.A.）が提出した台湾の有名な牛乳メーカーが発行した刊行物によれば、

「A2」が牛乳製品において使用された場合、それは牛乳には「A1」とは異なる β-カゼイン

が存在することを表すため、関連消費者は、「A2」を牛乳製品に含まれる特別なタイプの蛋

白質の意味であるとみなすことが証明できる。 

(2) 「ATWO」は既存の英単語ではないが、台湾の一般消費者の知識水準に基づくと、「A」と

「TWO」を合わせたものと理解できる。よって、その称呼や観念はいずれも「A2」と同一

である。「ATWO」を商標とした場合、関連製品に「A2」タイプの蛋白質が含まれていると

消費者に認識させるため、本件商標 2は識別力を有さず、登録は取り消されるべきである。 

3. 本件商標は使用による識別力を有しない 

a2 社は世界における実店舗数や売上高などの証拠を提出したが、使用による識別力を獲得したと

認めるには不十分である。 

知的財産裁判所の見解 

1. 111年度行商訴字第 32號（本件商標 1「a2」） 

(1) 識別力を有するかどうかの判断基準は、台湾社会の一般消費者の立場に基づくべきである 

 識別力は、商品又は役務の関連消費者に、商品又は役務の出所を認識させることを意味す

るが、その「関連消費者」とはすなわち台湾の消費者である。 

 原審決において参酌された一部の証拠資料について、その内容は台湾国内の A2 ミルクに関

する資料ではなく、簡体字中国語又は外国語のものであるため、本件商標 1 が識別力を有

しない証拠とすることはできない。 

 外国の研究文書又は他国で生産された乳製品に関する資料を含む他の証拠資料について、

社会の大衆が研究的な内容の資料に触れる機会は少なく、あえて他国の乳製品を調べるこ

ともあまりないため、台湾の関連消費者がこれらの資料にアクセスできると認定できない。 

(2) 本件商標 1は識別力を有する「暗示的商標」である 

 証拠資料によれば、業界では「A2-β カゼインを含有する牛乳」について、「A2β-カゼイン」、

「100%A2」、「ORGANIC A2 MILK」のように様々な表示方法があることから、本件商標 1

は同業者がこの種類の牛乳製品を説明するためによく用いる又は必須の標識ではないこと



 

 

誠実‧品質‧効率 
 

が分かる。 

 また、原審の審決に至った証拠は、台湾の小児科医師が「A2ミルク」を紹介する文章であ

るが、その内容から、当該医師はその文章を執筆するまで A2ミルクとは何かを知らなかっ

たことは明白である。よって、台湾の消費者が「a2」の文字は「A2ミルク」を意味すると

十分に認識していると証明できないことは明らかである。 

 以上から、本件商標 1「a2」は既存の言葉又は事物の引用ではなく、消費者が解読する際に

「牛乳の一種」であると一般的に理解できるとは限らない。また、「a2」と「A2-βカゼイン」

に使用されている文字は完全に同一ではなく、消費者はある程度の想像や推理を働かせ、

「a2」とその指定商品及び役務を結び付けることで、はじめて本件商標 1 は「A2-β カゼイ

ンを含有する牛乳」を意味すると理解できるため、本件商標 1 は暗示的商標であることが

分かる。 

2.  111年度行商訴字第 52號（本件商標 2「ATWO」） 

(1) 商標が「直接的な説明」か「暗示的」かの判断は、辞書の定義、消費者が文字の意味を解読

するために必要な想像力、同業者による使用の必要性等を参酌するべきである 

(2) 本件商標 2は識別力を有する「暗示的商標」である 

 原審の審決に至った証拠資料には、台湾の有名な牛乳メーカーの「A2ミルク」に関する論

文及び台湾国内の消費者が執筆した「A2 ミルク」の文章が含まれるが、前者の性質は関連

消費者が容易に入手できない専門的な研究論文であり、且つ当該論文では「A2-β カゼイン」

の別称として「ATWO」文字を用いていない。また後者は、文章内容において、当該消費者

は本件商標 2 が登録される前において「A2 ミルク」が表す意味を理解しておらず、「A2-β

カゼイン」の成分についてもわかっていないことが示されている。 

 また、その他の証拠資料として、他国で「A2粉ミルク製品」の別称として「ATWO」文字

が使用されていることを示す文書やニュースが提出されたが、これらは全て外国のマーケ

ティング資料であり、台湾の関連消費者が容易に入手可能で熟知している情報ではないた

め、証拠として認められない。 

 以上から、本件商標 2 は「A」、「T」、「W」、「O」の 4つの英文字で構成されたあまり見られ

ない外国語であり、対応する中国語もない。仮に台湾の消費者が「A」と「TWO」の 2つの

単語と解釈する可能性はあるが、牛乳のカゼインの成分について熟知していないという状

況では、何段階もの推理（つまり「ATWO」⇒「A2」⇒「A2-β カゼイン（A2-β-casein）」⇒

「純 A2 型 β-カゼインミルク」⇒「A2 ミルク」）を重ねて、はじめて本件商標と指定商品の

粉ミルク等商品との関連性を理解し把握できるため、本件商標 2は「暗示的商標」である。 
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弊所コメント 

本文で紹介した知的財産裁判所の 2つの判決について、その要点はいずれも、識別力及び記述性の

判断基準は「台湾社会の大衆の観点」に基づくべきと詳細に説明した点にあり、各証拠に対する両判

決の見解は、証拠選択の重要性も表している。 

まず、識別力の判断は台湾社会の大衆の観点に基づくべきであるため、裁判所は、台湾の消費者が

熟知していることを証明できない外国の証拠資料をいずれも証拠として認めなかった。また、台湾国

内のメディアが外国における使用状況等を報道した証拠であっても、これは外国のマーケティング資

料であるため、証拠として認められなかった。 

また、本件の両異議申立人は、台湾国内の関連業者又は消費者が作成した文章も証拠として提出し

たが、それらの文章内容は、執筆者が本件商標と「A2-β カゼイン」乳製品との関連性を熟知していな

かったことを示していたことから、本件商標の登録前において、台湾の関連業者又は消費者が「a2」

及び「ATWO」と「A2-βカゼイン」という牛乳成分との関連性を認識することはできない、と裁判所

に認定される要因となった。従って、商標の識別力及び記述性に関する争議の際には、台湾国内の証

拠資料を重視する以外に、その内容が適切であるかどうかも慎重に検討する必要がある。 

一方、企業は、消費者の記憶に残すため又はマーケティングやプロモーションの強化のために、最

新技術や新成分に関連する文字をよく商標とするが、新技術や新成分を用いた製品は広く宣伝･販売

されていないため、消費者はこうした新技術や新成分に関連する文字や略称をまだ熟知しておらず、

当該名称は識別力を有し商標登録を受けられる可能性が高い。 

但し、標識が指定商品又は役務の説明であるかどうかは、社会環境の変遷、消費者の認知の変

化、及び市場における実際の使用状況等の時代背景により異なるものとなる。企業やブランド所有

者が新技術や新原料に関連する文字をブランド名として使用した際は当該ブランド名が識別力を有

していたとしても、そのブランド製品が広く販売された又は同業他社もこれら新技術や新原料に関

連する文字を使用して広く宣伝を始めた時には、当該文字は記述的文字、ひいては普通名称となっ

ている恐れがある。従って、企業やブランド所有者はブランドのネーミングを行う際に、自己の権

益を最大限に保護するためにも積極的に商標戦略を行う必要がある。 
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Wisdom 最新知財ニュース 

元太（E INK）とシャープが協業し、電子ペーパーディスプレイを発売 

電子ペーパー分野で世界をリードしている元太科技工業股份有限公司（E INK HOLDINGS INC.）は、シ

ャープ株式会社と協業し、電子ペーパーディスプレイ「ePoster」を発売することを発表した。両社は

42 型のモノクロ電子ペーパーディスプレイを今年の 4 月に日本で発売を開始する。今後、両社は協力し

て大型やカラーの電子ペーパーディスプレイの開発、及び電子ペーパーディスプレイ市場の開拓に取り

組む。（続きを見る） 

日本の創薬ベンチャーである瑞格国際生技（レグイミューン）が台湾で上場予定 

ヒトの免疫系疾患や悪性腫瘍に対する革新的な免疫療法の開発に取り組む、日本の理化学研究所発の創

薬ベンチャーである瑞格国際生技（レグイミューン）は、三福化工（San Fu Chemical）傘下の子会社

である三福生技（San Fu Biotech）とライセンス契約を結び、アジアでの急性移植片対宿主病

（GVHD）に対する低分子新薬 RGI-2001 の開発及び商業に係るライセンスを三福生技に付与すると発

表した。（続きを見る） 

 

日本特許庁委託、日本台湾交流協会発行の報告書「台湾における意匠権侵害訴訟の統計・

類否判断に関する分析」の執筆協力をさせていただきました。 

 

 この度、日本特許庁委託、日本台湾交流協会 2023 年 3 月発行の報告書

「台湾における意匠権侵害訴訟の統計・類否判断に関する分析」の執筆協力

をさせていただきました。 報告書全文はこちらよりご覧いただけます。本

報告書の作成に携われたこと、大変光栄に思います。 

本報告書では、まず台湾における意匠の類否判断の基本的な考え方を専利

侵害判断要点の内容に沿って説明し、次に近 10 年の台湾意匠権侵害訴訟の

統計資料を様々な角度から分析しています。また 2016 年より専利侵害判断

要点で明文化された、意匠の類否判断手法の 1 つ「三者比較法」に関し、そ

の適用事例や非適用事例について検討しています。このほか、台湾意匠権侵

害訴訟における類否判断の重点である、消費者の「注意を惹きやすい部位又

は特徴」の認定について、統計資料に基づいた分析を行っており、最後には

日系企業に対するアドバイスも提供しています。 

弊所では、クライアント様に質の高いサービスを提供するためプロフェッショナルとしての能力を高め

ることを常に心がけています。今後もクライアント様により良いサービスを提供できるよう努めてまいり

ますので、どうぞ宜しくお願いいたします。 

 

  

https://www.wisdomlaw.com.tw/m/405-1596-113810,c18562.php?Lang=zh-cn
https://www.wisdomlaw.com.tw/m/405-1596-113584,c18562.php?Lang=zh-cn
https://chizai.tw/wp-content/uploads/2023/04/%E5%8F%B0%E6%B9%BE%E3%81%AB%E3%81%8A%E3%81%91%E3%82%8B%E6%84%8F%E5%8C%A0%E6%A8%A9%E4%BE%B5%E5%AE%B3%E8%A8%B4%E8%A8%9F%E3%81%AE%E7%B5%B1%E8%A8%88%E3%83%BB%E9%A1%9E%E5%90%A6%E5%88%A4%E6%96%AD%E3%81%AB%E9%96%A2%E3%81%99%E3%82%8B%E5%88%86%E6%9E%90.pdf
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台湾現行法及び最新実務に対応した弊所執筆の日本語書籍「台湾専利実務ガイド」

（2020 年 4 月発行）及び「台湾商標実務ガイド」（2022 年 2 月発行）が発売中 

 

台湾現行法及び最新実務に対応した弊所執筆の日本語書籍「台湾専利実務ガイド」（2020 年 4 月）及び

「台湾商標実務ガイド」（2022 年 2 月）に発明推進協会様より発行されています。 

2020 年 4 月に「台湾専利実務ガイド」を出版し、台湾での専利出願、無効審判、侵害訴訟などの諸制度を

日本の読者に紹介した当書は、各界から多くの反響があり、好評を得ています。 

また「台湾専利実務ガイド」に続き、台湾商標に関する書籍として、台湾商標の出願から登録までの流れ、

争議案件に関する解説のほか、商標権の保護まで体系的に紹介した「台湾商標実務ガイド」も 2022 年 2 月

17 日に出版されました。 

「台湾専利実務ガイド」及び「台湾商標実務ガイド」の両書は台湾の知的財産権に関して体系的に理解で

きるものとなっており、皆様のお役に立てるものと考えております。 

 

受賞(Awards) 

弊所は 2022 World Trademark Review 1000 ランクイン、2022 IAM Patent 1000「Prosecution」選出、IP 

Stars 2022 及び ASIA IP 2022 でランクインしています。 

 

 

 今回取り上げた内容についてご不明な点等がございましたら、ご遠慮なくお問い合わせ下さい。 

 配信停止：タイトルに『配信停止』をご記入のうえ、wisdom@wisdomlaw.com.tw宛にお送り下さい。 

 配信先変更：タイトルに『配信先変更』と本文に変更前及び変更後のアドレスをご記入のうえ、

wisdom@wisdomlaw.com.tw宛にお送り下さい。 

http://www.wisdomlaw.com.tw/m/405-1596-92509,c18088.php?Lang=zh-cn
http://www.wisdomlaw.com.tw/m/405-1596-107599,c18088.php?Lang=zh-cn
https://www.hanketsu.jiii.or.jp/store/w_03.do?seihinID=752&formerName=w_01

